
３　改善により期待できる効果
【全体】
・運営に対する補助金では、事業量の多い少ないに関わらず要綱に定められている金額を支払
う形となるが、事業に対する補助金とした場合の方が、実施事業の活動量に即した形での補助
の交付となり、現状よりもコスト削減の可能性が見込めると考える。

【団体】
・事業に対する補助金とすることで、補助金を交付・支援すべき事業であるか否か、内容を精
査することが必要となることから、団体の事業内容の向上を促し、有益な事業の実施の可能性
を高めることができると考える。

【趣旨】
　課題を踏まえ、運営に対する補助金ではなく、団体が実施する事業内容に応じて、事業に対
する補助金として交付することにより、支援を行う。

【具体的内容】
次の工程を踏まえた後、次年度からの補助金支出方法を見直す。
　・他市町村からの事例収集、収集した事例の研究を行う。
　・団体の実施事業の調査を行う。
　・補助金交付要綱の改正を行う。

事務事業名 社会教育関係団体への支援

見直しのタイトル 社会教育関係団体への支援

添付資料　有無 無

１　現状における課題
・現状、茅ヶ崎市ＰＴＡ連絡協議会及び茅ヶ崎地域婦人団体連絡協議会に対して、補助金を交
付して支援を行っているが、団体の運営に対する補助金となっており、毎年度、金額について
は、事業内容にかかわらず交付要綱に基づいた金額となっている。

２　業務改善の趣旨及び具体的内容
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５　実施結果の振り返り
他市町村の事例について確認し、研究を行った。また、団体の実施事業について、団体に対し
てヒアリングを実施することにより確認を行った。なお、補助金要綱について、事業に対する
補助とし、補助対象事業に係る金額の２分の１を補助する形（ただし、予算の範囲内）に切り
替えを行った。

４　実施スケジュール（概要）
6月から随時　 他市町村からの事例収集、収集した事例の研究を行う。
　　　　　  　 団体の実施事業の調査
３月末までに　補助金交付要綱改正検討・改正


